
民事調停事件の既済事由別事件数（特定調停事件とそれ以外の調停事件）

（平成13年・簡裁）

既済事由 特定調停 特定調停以外 総数

調停成立 93,945 25,504 119,449

調停に代わる決定 105,127 18,646 123,773

調停条項の裁定 39 4 43

調停条項の受諾 2,071 2,071

取下げ 64,354 11,272 75,626

調停をしない 8,686 515 9,201

調停不成立 13,403 16,612 30,015

その他 293 285 578

総数 287,918 72,838 360,756
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平均審理期間　２．３月
平均実施回数　２．０回

平均審理期間　３．１月
平均実施回数　２．１回



　　　　　　民事調停委員の職業別割合

　専門家調停委員の定義が確立されているわけではないので，民事調停委員に占める専門家

調停委員の割合を算出することは困難であるが，例えば，以下の職業の調停委員を専門家調

停委員とみた場合には，その割合は，３９．５パーセントとなる。

　　　　　平成１４年４月１日現在

民事調停委員総数　１３，１９８人

弁護士 1,984

不動産鑑定 658

税理士 564

建築士 535

司法書士 460

医師／歯科 374

土地家屋調 328

公認会計士 185
社会保険労 58
行政書士 39
弁理士 28
その他 7,985

13,198

※１　員数は概数である。
※２　資格を二つ以上有する者については，そのうちの一つを代表して計上した。
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